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本方針は、いじめ防止対策推進法、その他関係法令・通知等を踏まえ、本校におけるいじめの防止、早期発

見、早期対応及び再発防止のための基本的な考え方と取組を定めるものです。 

また、重大事態については、文部科学省「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」及びその後の通

知等を踏まえて対応します。 

1 基本理念 

本校は、生徒一人ひとりの人格と人権を尊重し、安全・安心な教育環境を確保します。いじめは、重大な人

権侵害であり、決して許されない行為です。同時に、いじめはどの生徒にも、どの学校にも起こり得るもの

として捉え、未然防止、早期発見、早期対応及び再発防止を学校全体で組織的に行います。 

被害を受けた生徒の安全・安心を最優先し、加害生徒についても行為に対して毅然と指導するとともに、そ

の背景や成長課題を把握し、再発防止につなげます。 

2 いじめの定義 

いじめ防止対策推進法第 2条に基づき、生徒に対して、当該生徒と一定の人的関係にある他の生徒が行う

心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネット・SNS等を通じて行われるものを含む。）であっ

て、その行為の対象となった生徒が心身の苦痛を感じているものをいいます。具体的には以下の様態がある 

・冷やかしやからかい、かげ口、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間外れ、集団による無視をされる 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

・金品をたかられる 

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる等 

・机・椅子・教科書・ノート等に落書きをされたりする 

・差別的なあだ名がつけられる 等 

認知に当たっては、表面的・形式的に判断せず、被害を受けた生徒の立場に立って判断します。 

 

 



3 いじめ対策組織 

本校は、いじめ防止対策推進法第 22条に基づく学校いじめ対策組織として「いじめ対応委員会」を設置

し、いじめの未然防止、早期発見、認知、対応、再発防止等について、組織的に検討します。 

• 校長、副校長、教頭、生徒支援部責任者、学年主任、担任、人権教育担当、養護教諭等を基本構成員と

する。 

• 事案に応じて、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、外部専門家等を加える。 

• 相談・通報を受けた情報を集約し、記録し、組織で共有する。 

• いじめの認知及び対応方針を組織として判断する。 

• 被害生徒の安全確保、加害生徒への指導、周囲の生徒への働きかけ、保護者との連携を行う。 

• 年間計画、教職員研修、学校評価及び本方針の点検・見直しを行う。 

4 未然防止 

• 人権教育・道徳的実践力を育てる教育活動を行う。 

• 互いの違いを認め、安心して過ごせる学級・学年・学校集団づくりを進める。 

• 生徒が相談しやすい環境を整え、相談したことを理由とする不利益な取扱いを行わない。 

• SNS、動画共有サイト、グループチャット等を含む情報モラル教育を計画的に行う。 

• 全教職員を対象に、いじめの認知、早期発見、初期対応、重大事態対応等の研修を行う。 

5 早期発見 

• 学校生活アンケート、教育相談、個人面談等を計画的に実施する。 

• 欠席・遅刻・早退、表情や言動、友人関係、学習・部活動等の変化を把握する。 

• 教職員は、いじめ又はいじめの疑いを把握した場合、一人で抱え込まず、速やかに生徒支援部、 

管理職へ報告する。 

• 相談・通報を受けた場合は、相談者の安全と秘密保持に十分配慮する。 

6 いじめを認知した場合の基本対応 

段階 基本対応 

①把握 発見・相談・通報を受け、管理職へ報告 

②安全確保 被害生徒及び相談・通報者の安全・安心を確保 

③組織対応 いじめ対応委員会を招集し、情報を集約 

④事実確認 関係生徒等から丁寧に確認し、記録を作成 

⑤認知・方針決定 組織として認知・対応方針・役割分担を決定 

⑥支援・指導 被害生徒支援、加害生徒への指導・成長支援、集

団への指導 

⑦連携 保護者、必要に応じて専門機関・警察等と連携 

⑧継続確認 いじめの解消要件を確認し、再発防止・継続的見

守り 



 

7 被害生徒への支援 

被害生徒の安全・安心を最優先します。本人の心情を丁寧に聴き、必要に応じて教室、座席、休み時間、登

下校、部活動等について安全確保の措置を講じます。被害生徒に責任を負わせるような対応は行いません。 

8 加害生徒への指導・支援 

いじめ行為については毅然として指導します。一方で、加害生徒の人格を否定するのではなく、行為に至っ

た背景、人間関係、生活上の課題等を把握し、再発防止と成長につながる支援を行います。必要に応じ、法

令・校則等に基づく指導・懲戒を行います。 

9 周囲の生徒への働きかけ 

いじめをはやし立てる者や、見て見ぬふりをする者を含め、集団全体の課題として捉えます。いじめを見聞

きした場合に、教職員へ相談・通報することが被害生徒を守る行動であることを指導します。 

10 いじめの解消 

いじめが「解消している」と判断するためには、少なくとも次の二つの要件を満たすことを基本とします。 

1. いじめに係る行為が止んでいる状態が相当の期間継続していること。相当の期間は少なくとも 3か月を

目安とする。 

2. 被害生徒が心身の苦痛を感じていないことを、本人及び保護者への面談等により確認すること。 

ただし、解消と判断した後も再発の可能性を踏まえ、必要な見守り・支援を継続します。 

11 重大事態への対応 

いじめ防止対策推進法第 28条第 1項に定める重大事態（生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

ある場合、相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがある場合等）については、法令、大

阪府の方針及び文部科学省の重大事態調査ガイドラインに基づき、速やかに設置者へ報告し、必要な調査そ

の他の対応を行います。 

生徒又は保護者から重大事態に至ったとの申立てがあった場合は、その申立てを踏まえて適切に対応しま

す。調査に当たっては、被害生徒及び保護者への情報提供、心理的負担への配慮、公平性・中立性の確保等

に留意します。 

12 関係機関との連携 

犯罪行為に該当する可能性がある場合、生命・身体・財産に重大な被害が生じるおそれがある場合等には、

警察その他の関係機関と連携します。必要に応じ、医療、福祉、心理等の専門機関とも連携します。 



 

13 年間計画 

時期 主な取組 

4月 基本方針周知、教職員研修、組織・役割確認 

「いじめ」防止学習（SNS含む） 

5月 SNS教室 

6月 第１回 「いじめ」アンケート 

人権学習（就職差別） 

7月 アンケート結果分析、フィードバック 

SNSトラブル防止啓発学習 

8月 学校評価委員会報告 

9月 第２回 「いじめ」アンケート 

10月 アンケート結果分析、フィードバック 

人権学習（人権問題） 

11月 人権学習（多文化共生） 

12月 SNSトラブル防止啓発学習 

1・2月 生徒支援部総括・基本方針点検、見直し 

3月 年間重点目標評価・報告 

年間を通じて実施 教育相談   担任、主任、生徒支援部 

ケース会議  教頭、教務部長、生徒支援部長、 

       健康支援担当、養護教諭、主任、

担任等 

14 学校評価・点検・見直し 

いじめの認知・相談状況、アンケート、教育相談、研修、重大事態への備え・対応、学校評価、生徒・保護者の

意見等を踏まえ、学校いじめ対策組織を中心に毎年度点検します。点検結果に基づき、本方針及び年間計画を必

要に応じて改定します。 

15 情報公開・周知 

本方針は学校ホームページ等に掲載するとともに、入学時及び年度当初に生徒・保護者等へ周知します。 

附則 

平成 26年 4月 1日制定 

平成 28年 4月 1日改定 

令和 8年 9月 1日改定 


